
証券コード 8011

第78期定時株主総会

招集ご通知
【開催日時】
2021年5月28日（金曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

【開催場所】
東京都新宿区四谷本塩町12番19号
三陽商会　本社別館
（通称ブルークロスビル）3階

【決議事項】
議案　取締役9名選任の件

新型コロナウイルス感染症の状況に鑑み、当
日ご出席を検討されている株主様におかれま
しては、慎重にご検討くださいますようお願い
いたします。
本株主総会の議決権行使につきましては、当
日のご出席に代えて書面（郵送）またはイン
ターネット等による方法もございますので、併
せてご検討ください。



TIMELESS WORK.　ほんとうにいいものをつくろう。 

当社は、2013年にこれからの方向性を社内外に指し示すことを目的とし、
タグライン「TIMELESS WORK. ほんとうにいいものをつくろう。」を策定いたしました。

この「TIMELESS WORK. ほんとうにいいものをつくろう。」は、
当社の社是である「真・善・美」と

当社が目指す「いつの時代でも変わらぬ価値のあるものづくり」を表した言葉であり、
改めて自らの立ち位置を確認し、生活者から共感・共鳴され、愛される企業になるため、

その指針となるメッセージとして掲げるものです。
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株 主の皆 様 へ

代表取締役社長

大江　伸治

　株主の皆様には、平素より格別のご支援を賜り厚く御礼申しあげます。
　当社の第78期定時株主総会招集ご通知をお届け致しますのでご照覧 
ください。
　ご高承の通り、当社は昨年、長年の業績不振を脱し会社再生を実現する
為の「再生プラン」を策定しており、現在その遂行途上にあります。
　同プラン初年度にあたる2020年度においては、新型コロナウイルス 
感染拡大という未曽有の事態に直面する中で、「コロナ禍へのダメージ 
コントロールを進めながら、併行して事業構造改革を断行する」という 
方針に基づき、全社を挙げてその遂行に取り組んで参りました。
　事業計画については、期初の公表を見送り昨年10月６日の中間決算発表
時に公表しております。
　コロナ禍が想定以上に拡大且つ長期化する中で、市場環境も激しく変動し
困難な対応を強いられましたが、本年４月14日に公表致しました通り、 
損益面では計画比に対し若干の乖離が生じたものの、併行して推進した 
事業構造改革である在庫削減、販管費削減、キャッシュフロー対策等は 
計画通りないし計画以上に進捗し、想定以上の成果を挙げることができ 
ました。「再生プラン」最終年度である今期の黒字化に向けた基礎固めは 
できたと認識しております。
　今期の経営体制につきましては、前回の株主総会にて“「再生プラン」 
達成の為の必要且つ最適フォーメーション”として皆様からご信任頂いて
おり、同プラン最終年度である今期においても引き続き現陣容にてその 
仕上げにあたりたいと考えております。
　経営陣一同、改めて不退転の覚悟を新たにし、「再生プラン」の完遂に 
取り組む所存でございますので、株主の皆様には今後とも変わらぬご支援
を頂きますようお願い申しあげます。
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株 主 各 位 証券コード  8011
2021年５月12日

東 京 都 新 宿 区 四 谷 本 塩 町 ６ 番 1 4 号
株 式 会 社 三 陽 商 会
代 表 取 締 役 社 長 大 江 　 伸 治

第78期定時株主総会招集ご通知
拝啓　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご支援を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第78期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会は、新型コロナウイルス感染症の状況に鑑み、その運営につきましては、感染防止に努めつつ、安全な運
営に徹し開催させていただくことといたしました。当日ご出席を検討されている株主様におかれましては、本株主総会
開催日当日の感染状況やご自身の健康状態にもご留意いただき、慎重にご検討くださいますようお願いいたします。
　なお、本株主総会の議決権行使につきましては、当日のご出席に代えて書面またはインターネット等により議決権
を行使することができますので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、後記（６頁）の「議
決権行使についてのご案内」に従って議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

1 日　　時 2021年５月28日（金曜日）午前10時　(受付開始：午前９時）

2 場　　所 東京都新宿区四谷本塩町12番19号
三陽商会　本社別館（通称ブルークロスビル） ３階
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、ご来場をお願い申しあげます。)

3 会議の目的事項 報告事項 １. 第78期（2020年３月１日から2021年２月28日まで）事業報告、連結計算書類なら
びに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第78期（2020年３月１日から2021年２月28日まで）計算書類報告の件

決議事項 議案　取締役９名選任の件

4 議決権行使のお取り
扱い

(1) 書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネット等によるも
のを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

(2) インターネット等によって複数回重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有
効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

(3) 議案に対して賛否の表示が無い場合は、「賛」の表示があったものとして取り扱わせていただき
ます。

以　上
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･ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
･ 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」および計算書類の「個別注記表」に表示すべき

事項に係る情報につきましては、法令および当社定款第16条の定めに基づき、インターネット上の当社ホームページに掲載し
ておりますので本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。

･ 株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類の内容について、株主総会の前日までに修正をすべき事情が生じ
た場合には、書面による郵送または当社ホームページにおいて掲載することにより、お知らせいたします。

当社ホームページ（https://www.sanyo-shokai.co.jp/）

・「連結注記表」「個別注記表」･････当社ホームページ → 企業情報 → 投資家情報 → 招集通知
　（https://www.sanyo-shokai.co.jp/company/ir/notice.html）
・株主総会の前日までに修正をすべき事情が生じた場合のお知らせ･････当社ホームページ → 企業情報 → 投資家情報 → IRニュース
　（https://www.sanyo-shokai.co.jp/company/ir/news.html）

■第78期剰余金の配当（期末）の見送りについて
　2021年４月14日に公表しましたとおり、誠に遺憾ながら、厳しい経営環境に鑑み、当社は同日に開催された４月

度取締役会の決議により、第78期剰余金の配当（期末）を見送らせていただくことといたしました。株主の皆様に
は誠に申し訳なく、深くお詫び申しあげます。

新型コロナウイルス感染防止について
当社は、本株主総会の運営については、新型コロナウイルス感染防止に努めつつ、安全な運営に徹し開催するこ

とといたします。ご出席を検討されている株主様におかれましては、マスクの常時着用とアルコール消毒液のご使
用をお願いいたしますので、ご協力のほどお願い申しあげます。
　なお、本株主総会の議決権行使につきましては、当日のご出席に代えて書面(郵送)またはインターネット等によ
る方法もございますので、併せてご検討ください。（詳細は後記6～8頁をご参照ください。）
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議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

株主総会に
ご出席する方法

書面（郵送）で議決権を
行使する方法

インターネット等で議決権を
行使する方法

当日ご出席の際は、お手数ながら、同
封の議決権行使書用紙を会場受付へ
ご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に各議案の
賛否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

８頁の案内に従って、議案の賛否をご
入力ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

2021年５月28日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2021年５月27日（木曜日）
午後６時到着分まで

2021年５月27日（木曜日）
午後６時まで
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議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
議決権行使書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権行使個数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

株式会社三陽商会

（
切
取
線
）

株式会社三陽商会

株式会社三陽商会

××××年　×月××日

賛
否
表
示
欄

議　案　下の候補　（者を除く）
賛

否

見本

議案についての賛否のご記入方法

議決権行使のお取り扱い
・�書面とインターネット等により、二重に議決権を行使された場合は、インターネット等によるものを有効な議決権行使として取
り扱わせていただきます。
・�インターネット等によって複数回重複して議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わ
せていただきます。
・議案に対して賛否の表示が無い場合は、「賛」の表示があったものとして取り扱わせていただきます。

議案
全員賛成の場合　　　「賛」の欄に○印
全員反対の場合　　　「否」の欄に○印
一部の候補者につき
異なる意思を表示
する場合

「賛」または「否」の欄に○印をし、
異なる意思を表示される当該候補者
の番号をご記入ください。
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インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ
遷移出来ます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読取ってください。1
議決権行使書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権行使個数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

株式会社三陽商会

（
切
取
線
）

株式会社三陽商会

株式会社三陽商会

××××年　×月××日

賛
否
表
示
欄

議　案　下の候補　（者を除く）
賛

否

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

会
社
提
案

株
主
提
案

議 案

議 案

見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　午前9時～午後9時）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「初期パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。

8

議決権行使についてのご案内
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株主総会参考書類
議案 取締役９名選任の件

　取締役９名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役９名の選任をお願いいた
したいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 現在の地位および担当等 属　性

1 お お

大
 

 
え

江
 

　
し ん

伸
 

 
じ

治 代表取締役社長 兼 社長執行役員
経営統轄本部長 再 任

2 な か

中
 

 
や ま

山
 

　
ま さ

雅
 

 
ゆ き

之 代表取締役
兼 副社長執行役員 再 任

3  か  

加
 

 
 と う  

藤
 

　
 い く  

郁
 

 
 ろ う  

郎 取締役 兼 常務執行役員 事業本部長
兼 デジタルマーケティング戦略本部長 再 任

4  お か  

岡
 

 
 ざ わ  

澤
 

 
 

　
 

　
 ゆ う  

雄
社外取締役
(株)海外需要開拓支援機構社外取締役
日本ペイント(株)社外監査役

再 任 社 外 独 立

5  し い  

椎
 

 
 な  

名
 

　
 も と  

幹
 

 
 よ し  

芳 社外取締役 再 任 社 外 独 立

6  た か  

髙
 

 
 は し  

橋
 

　
 ひ さ  

久
 

 
 お  

男 社外取締役
ロジファクタリング(株)代表取締役社長 再 任 社 外 独 立

7  に  

二
 

 
 は し  

橋
 

　
 ち  

千
 

 
 ひ ろ  

裕
社外取締役
(株)東急百貨店特別顧問
TimeAge(株)特別顧問

再 任 社 外 独 立

8  や す  

安
 

 
 だ  

田
 

　
 い く  

育
 

 
 お  

生
社外取締役
ピナクル(株)代表取締役会長 兼 社長
兼 CEO

再 任 社 外 独 立

9  や  

矢
 

 
 の  

野
 

　
 あ さ  

麻
 

 
 こ  

子
社外取締役
(株)ヤオコー社外取締役
三菱鉛筆(株)社外取締役

再 任 社 外 独 立

再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所等の定めに基づく独立役員

9
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　当社取締役会は、業務執行取締役については、企業経営と当社の事業に関する知見を有する候補者を選定したこと
に加え、社外取締役については、多様な知識・経験・能力を有する候補者を選定しております。これにより、当社の
経営体制は、事業改革を実現するための最適な構成としています。

■取締役候補者の専門性・特徴（スキルマトリックス）

取締役
候補者名

区分 業務
執行

監督
機能

経験領域

企業経営
当社事業
に関する
知見

Ｍ＆Ａ・
経営再建

ブランディ
ング・マー
ケティング

商品企画・
生産・技術

ＥＣ・ウ
ェブ全般

ロジステ
ィクス

国際経験・
海外ビジネス

ガバナンス・
リスクマネジ
メント・法務

財務・税務・
会計・金融・
資本市場

おお
大

え
江

しん
伸

じ
治 ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

なか
中

やま
山

まさ
雅

ゆき
之 ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

か
加

とう
藤

いく
郁

ろう
郎 ● 〇 ○ ○ ○ ○ ○

おか
岡

ざわ
澤

 
　

ゆう
雄 社 外 ● ○ 〇 ○ ○ 〇

しい
椎

な
名

もと
幹

よし
芳 社 外 ● ○ ○ ○ ○ ○

たか
髙

はし
橋

ひさ
久

お
男 社 外 ● ○ ○ ○

に
二

はし
橋

ち
千

ひろ
裕 社 外 ● ○ ○ ○ ○ ○

やす
安

だ
田

いく
育

お
生 社 外 ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

や
矢

の
野

あさ
麻

こ
子 社 外 ● ○ ○ ○ ○ ○

※上記の内容は、取締役候補者の有する全ての知識・経験・能力を表すものではありません。

10
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候補者
番　号 １  お お  

大
 

 
え

江
 

　
 し ん  

伸
 

 
じ

治 (1947年８月27日生)

所有する当社の株式数 3,816株
取締役在任年数 １年
取締役会出席状況 16／16回

（100％）

再　任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1971年４月 三井物産株式会社入社
1997年７月 同社本店繊維第三部長
2004年４月 同社理事コンシューマーサービス事業第

一本部副本部長
2007年６月 株式会社ゴールドウイン取締役専務執行

役員総合企画本部長
2010年４月 同社取締役副社長執行役員総合企画本部

長兼事業統括本部長

2014年４月 同社取締役副社長執行役員社長補佐
2016年６月 同社取締役相談役
2018年６月 同社相談役
2019年４月 同社顧問
2020年３月 当社入社　副社長執行役員
2020年４月 当社副社長執行役員経営統轄本部長
2020年５月 当社代表取締役社長兼社長執行役員経営

統轄本部長、現在に至る

取締役候補者とした理由
大江伸治氏は、長年にわたる商社勤務にて繊維部門を歴任し、繊維・アパレル業界における上場会社の事
業再建を遂行する等、同業界において豊富な経験を有しております。経営者として財務、税務、会計等の
幅広い知識を持ち合わせ、前記のとおり繊維・アパレル業界における経営実績や知見等も豊富に有するこ
とから、当社の事業再建を主導するにふさわしい資質を有するものと判断し、引き続き取締役の候補者と
いたしました。また、選任後も引き続き任意の指名・報酬委員会の委員を委嘱する予定です。

候補者
番　号 ２  な か  

中
 

 
 や ま  

山
 

　
 ま さ  

雅
 

 
 ゆ き  

之 (1961年６月15日生)

所有する当社の株式数 5,792株
取締役在任年数 ３年２ヵ月
取締役会出席状況 21／21回

（100％）

再　任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1984年４月 当社入社
2003年７月 当社紳士服第三企画部長
2004年２月 当社第一事業部

紳士バーバリーロンドンＤＩＶ長
2006年１月 当社事業本部紳士服事業部業務室長
2008年１月 当社事業本部紳士服事業部

ポールスチュアートＤＩＶ長

2012年７月 当社事業本部企画商品統括事業部
紳士服企画部長

2014年７月 当社事業本部紳士服事業部長
2017年１月 当社執行役員人事総務本部長兼総務部長
2018年３月 当社取締役兼常務執行役員人事総務本部長
2020年１月 当社代表取締役社長兼社長執行役員
2020年５月 当社代表取締役兼副社長執行役員、現在に至る

取締役候補者とした理由
中山雅之氏は、入社以来、企画部門、業務管理部門、人事総務部門を歴任し、各部門において責任者とし
て実務に精通し、ブランディング、商品企画、生産、販売、人事総務、ステークホルダー対応等を担い、
当社事業に関する幅広い知見を有しております。また、複数のライセンスブランドに携わり、国際経験、
海外ビジネスに関わり、豊富な知識を有しております。現在、代表取締役として事業を遂行し、経営の重
要事項の決定および業務遂行に対する監督など適切に役割を果たしており、従業員や取引先との関係の維
持・強化を含め当社事業の再建に大いに寄与することが期待されることに加え、当社事業の継続性を維持
する観点からも、今後も業務執行取締役として再任が必要かつ重要であると判断し、引き続き取締役の候
補者といたしました。また、選任後も引き続き任意の指名・報酬委員会の委員を委嘱する予定です。
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候補者
番　号 3 か

加
 

 
 と う  

藤
 

　
 い く  

郁
 

 
 ろ う  

郎 (1961年１月４日生)

所有する当社の株式数 1,842株
取締役在任年数 １年
取締役会出席状況 16／16回

（100％）

再　任

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1985年４月 当社入社
2008年７月 当社事業本部婦人服第二事業部

エヴェックスＤＩＶ長
2010年７月 当社事業本部婦人服事業部

企画第一ＤＩＶ長
2012年１月 当社執行役員事業本部企画商品統括

事業部婦人服企画部長
2014年７月 当社執行役員事業本部ビジネス開発事業

部長

2016年７月 当社執行役員事業本部企画統括事業部
婦人服企画部長

2017年１月 当社執行役員事業本部ブランドビジネス
部長

2019年１月 当社執行役員第二事業本部長
2020年４月 当社常務執行役員事業本部長
2020年５月 当社取締役兼常務執行役員事業本部長
2021年４月 当社取締役兼常務執行役員事業本部長兼

デジタルマーケティング戦略本部長、現
在に至る

取締役候補者とした理由
加藤郁郎氏は、入社以来、企画部門を歴任し、当社主要ブランドのブランディング、商品企画、生産、技
術に携わり、アパレル企業の経営を担う者として必要な経験と幅広い知識を有しております。現在、当社
の常務執行役員事業本部長として、ブランド事業の推進と多様化するマーケットに対する事業領域の拡大
を図るなど、当社の事業に精通した役割を果たしていることから、当社の事業の再建に貢献できる人材で
あると判断し、引き続き取締役の候補者といたしました。

候補者
番　号 4  お か  

岡
 

 
 ざ わ  

澤
 

　
 

　
 

 
 ゆ う  

雄 (1957年５月18日生)

所有する当社の株式数 ―株
社外取締役在任年数 １年
取締役会出席状況 15／16回

(94％）

再　任
社　外
独　立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1981年４月 株式会社資生堂入社
2001年12月 シセイドードイチュラントGmbH

取締役社長
2010年４月 株式会社資生堂執行役員国際営業部長兼

シセイドーヨーロッパS.A.S 取締役社長
2012年４月 同社執行役員常務兼中国事業部長

兼アジアパシフィック営業部長
2013年６月 同社取締役執行役員常務

2015年４月 東京ベイヒルトン株式会社社外取締役
2015年７月 株式会社資生堂顧問
2017

2018

年

年

６

３

月

月

株式会社海外需要開拓支援機構
社外取締役、現在に至る
日本ペイントホールディングス株式会社
社外監査役

2020年３月 日本ペイント株式会社社外監査役、現在に
至る

2020年５月 当社社外取締役、現在に至る

社外取締役候補者とした理由および期待する役割等
岡澤雄氏は、長年にわたる国際経験に加え、経営者としての豊富な経験と幅広い知識を有しております。
その知識に基づき当社の経営の透明性、客観性の向上に貢献していただき、有用なご意見をいただける適
切な人材として判断し、引き続き社外取締役の候補者といたしました。
選任後は、当社の取締役として経営における重要事項の決定や業務執行の監督等の職務を適切に遂行いた
だくことを期待しております。
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候補者
番　号 5  し い  

椎
 

 
な

名
 

　
 も と  

幹
 

 
 よ し  

芳 (1949年８月12日生)

所有する当社の株式数 ―株
社外取締役在任年数 １年
取締役会出席状況 16／16回

（100％）

再　任
社　外
独　立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1973年４月 三井物産株式会社入社
1999年５月 同社繊維本部繊維第一部長
2003年３月 イタリア三井物産株式会社社長
2005年10月 三井物産株式会社

ライフスタイル事業本部副本部長
2006年４月 同社食料・リテール本部副本部長

2008年４月 三国コカ・コーラボトリング株式会社
常務執行役員

2009
2014

年
年

３
４

月
月

同社代表取締役社長
埼玉県立大学理事

2017年３月 当社社外取締役
2019年３月 当社社外取締役　退任
2020年５月 当社社外取締役、現在に至る

社外取締役候補者とした理由および期待する役割等
椎名幹芳氏は、経営者としての豊富な経験と幅広い知識を有しております。その経験をもって当社の経営
の透明性、客観性の向上に貢献していただき、業務執行を監督する立場として適切な人材と判断し、引き
続き社外取締役の候補者といたしました。
選任後は当社の社外取締役として経営における重要事項の決定や業務執行の監督等の職務を適切に遂行
いただくことを期待しております。また、選任後も引き続き取締役会議長ならびに任意の指名・報酬委員
会の委員長を委嘱する予定です。

候補者
番　号 6  た か  

髙
 

 
  は し  

橋
 

　
 ひ さ  

久
 

 
お

男 (1948年10月５日生)

所有する当社の株式数 ―株
社外取締役在任年数 １年
取締役会出席状況 16／16回

(100％)

再　任
社　外
独　立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1972年４月 センコー株式会社入社
2004年６月 同社執行役員東日本営業本部長
2006年４月 同社常務執行役員
2006年10月 ロジファクタリング株式会社

代表取締役社長、現在に至る
2007年６月 センコー株式会社取締役

2008年４月 同社専務執行役員
2011年４月 ロジ・ソリューション株式会社取締役会長
2011年４月 センコーエーラインアマノ株式会社

取締役会長
2016年６月 アツギ株式会社社外取締役
2020年５月 当社社外取締役、現在に至る

社外取締役候補者とした理由および期待する役割等
髙橋久男氏は、ロジスティクス分野における高い見識を有し、経営者として豊富な経験と幅広い知識を有
しております。その経験をもって当社の経営の透明性、客観性の向上に貢献していただき、業務執行を監
督する立場として適切な人材として判断し、引き続き社外取締役の候補者といたしました。
選任後は当社の社外取締役として経営における重要事項の決定や業務執行の監督等の職務を適切に遂行
いただくことを期待しております。
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候補者
番　号 7 に

二
 

 
 は し  

橋
 

　
ち

千
 

 
 ひ ろ  

裕 (1954年１月26日生)

所有する当社の株式数 ―株
社外取締役在任年数 １年
取締役会出席状況 16／16回

(100％)

再　任
社　外
独　立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1976年４月 株式会社伊勢丹入社
2002年６月 同社執行役員営業本部

ＭＤ統括部婦人営業グループ担当長
2004
2006
2006

年
年
年

６
２
６

月
月
月

同社常務執行役員営業本部MD統括部長
同社専務執行役員営業本部長
同社取締役専務執行役員営業本部長

2008年４月 株式会社三越伊勢丹ホールディングス
取締役

2008年６月 株式会社伊勢丹代表取締役専務執行役員
営業本部長

2010
2010

年
年

１
１

月
月

同社専務執行役員
株式会社東急百貨店
代表取締役社長執行役員

2011年４月 株式会社三越伊勢丹ホールディングス
専務執行役員

2018年２月 株式会社東急百貨店取締役会長
2019
2020

年
年

４
４

月
月

株式会社東急百貨店取締役相談役
株式会社東急百貨店特別顧問、現在に至る

2020
2021

年
年

５
３

月
月

当社社外取締役、現在に至る
TimeAge株式会社特別顧問、現在に至る

社外取締役候補者とした理由および期待する役割等
二橋千裕氏は、小売・百貨店業界での長年にわたる経営者としての豊富な経験と幅広い知識を有しており
ます。その見識に基づき当社の経営の透明性、客観性の向上に貢献していただき、有用なご意見をいただ
ける適切な人材として判断し、引き続き社外取締役の候補者といたしました。
選任後は当社の社外取締役として経営における重要事項の決定や業務執行の監督等の職務を適切に遂行
いただくことを期待しております。

候補者
番　号 8  や す  

安
 

 
だ

田
 

　
 い く  

育
 

 
お

生 (1953年４月28日生)

所有する当社の株式数 ―株
社外取締役在任年数 １年
取締役会出席状況 16／16回

(100％)

再　任
社　外
独　立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1977年４月 株式会社日本長期信用銀行入行
1998年７月 ゼネラル・エレクトリック・

インターナショナル・インク入社
2000年１月 リーマン・ブラザーズ証券会社在日代表
2003年５月 多摩大学ルネサンスセンター客員教授
2004年９月 ピナクル株式会社設立

代表取締役会長
2005年５月 株式会社テイツー取締役
2006年４月 九州大学特任教授
2009年11月 ピナクル株式会社代表取締役会長兼社長

兼ＣＥＯ現在に至る
2012年３月 社団法人東京ニュービジネス協議会理事

2015年９月 株式会社ハウスドゥ社外取締役
2017年10月 東海東京フィナンシャル・ホールディン

グス株式会社顧問、現在に至る
2018年４月 社団法人東京ニュービジネス協議会

特別理事、現在に至る
2018年４月 公益社団法人経済同友会幹事、現在に至る
2018年12月 ピナクルTTソリューション株式会社取

締役会長、現在に至る
2019年３月 株式会社ティーケーピー顧問
2020年５月 当社社外取締役、現在に至る
2020年12月 マフォロバ株式会社代表取締役会長、現

在に至る

社外取締役候補者とした理由および期待する役割等
安田育生氏は、財務金融をはじめＭ＆Ａ全般を長年にわたり手掛け、経営者としての豊富な経験と幅広い
知識を有しております。その経験をもって当社の経営の透明性、客観性の向上に貢献していただき、業務
執行を監督する立場として適切な人材として判断し、引き続き社外取締役の候補者といたしました。
選任後は当社の社外取締役として経営における重要事項の決定や業務執行の監督等の職務を適切に遂行
いただくことを期待しております。また、選任後も引き続き任意の指名・報酬委員会の委員を委嘱する予
定です。
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候補者
番　号 9 や

矢 
の

野　
 あ さ  

麻 
こ

子 (1968年２月21日生)

所有する当社の株式数 ―株
社外取締役在任年数 １年
取締役会出席状況 15／16回

(94％)

再　任
社　外
独　立

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
1990年４月 メルセデス・ベンツ日本株式会社入社
1997年９月 株式会社ボストンコンサルティンググループ入社
2000年３月 ルイ・ヴィトン・ジャパン株式会社入社
2002年６月 株式会社セリュックスＣＯＯ（最高執行

責任者）
2008年10月 株式会社ドラマティック代表取締役社長
2015年６月 株式会社ヤオコー社外取締役、現在に至

る

2015年８月 株式会社コギト・エデュケーション・
アンド・マネジメント取締役

2018年６月 ワタベウェディング株式会社社外取締役
2019年３月 三菱鉛筆株式会社社外取締役、現在に至

る
2020年５月 当社社外取締役、現在に至る
2020年11月 株式会社サーキュレーション社外取締

役、現在に至る
2020年11月 株式会社BLOOM設立

代表取締役、現在に至る

社外取締役候補者とした理由および期待される役割等
矢野麻子氏は、経営者としての豊富な経験と見識に加え、マーケティングおよびブランディングに関する
幅広い知識と実績を有しております。有用な意見をいただくことにより、当社の経営の更なる活性化につ
ながる適切な人材と判断し、引き続き社外取締役の候補者といたしました。
選任後は、当社の社外取締役として経営における重要事項の決定や業務執行の監督等の職務を適切に遂行
いただくことを期待しております。また、選任後も引き続き任意の指名・報酬委員会の委員を委嘱する予
定です。

(注)1. 各候補者と当社との間に特別な利害関係はありません。
　　2. すべての候補者は再任の取締役候補者であります。
　　3. 候補者大江伸治氏、中山雅之氏および加藤郁郎氏の「所有する当社の株式数」には、三陽商会役員持株会における持分を含めた実質的株数を

記載しております。
　　4. 候補者大江伸治氏、加藤郁郎氏、岡澤雄氏、椎名幹芳氏、髙橋久男氏、二橋千裕氏、安田育生氏および矢野麻子氏の取締役会出席回数は、

2020年５月26日就任後の状況を記載しております。
　　5. 候補者岡澤雄氏、椎名幹芳氏、髙橋久男氏、二橋千裕氏、安田育生氏および矢野麻子氏は社外取締役候補者であります。
　　6. 当社は、会社法第427条第１項に基づき、候補者岡澤雄氏、椎名幹芳氏、髙橋久男氏、二橋千裕氏、安田育生氏および矢野麻子氏との間で、

法令の定める限度まで、社外取締役の責任を限定する契約を締結しており、各氏の再任が本総会において承認された場合には、各氏との間の
当該契約を継続する予定であります。

　　7. 当社は、候補者岡澤雄氏、椎名幹芳氏、髙橋久男氏、二橋千裕氏、安田育生氏および矢野麻子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と
して届け出ております。各氏の再任が本総会において承認された場合には、当社は引き続き各氏を独立役員とする予定であります。

　　8. 候補者矢野麻子氏の戸籍上の氏名は、齊藤麻子であります。
　　9. 当社は、当社および当社子会社の取締役、監査役、執行役員および管理職従業員を被保険者とする役員等賠償責任保険を締結しており、被保

険者であるすべての取締役がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及にかかる請求を受けることによって生ずることのあ
る損害が補填されます。なお、各候補者が取締役に就任した場合は、引き続き当該保険契約の被保険者となります。なお、任期途中に当該保
険契約について同内容での更新を予定しています。

以　上

15
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（提供書面）

事業報告（2020年３月１日から2021年２月28日まで）

1 企業集団の現況に関する事項

(１) 事業の経過および成果
　当会計年度における我が国経済は、１年を通して新型コロナウイルス感染症の影響を受け、非常に厳しい状況が
続きました。個人消費においても、感染症の影響により飲食・宿泊等のサービス消費が低水準に推移しました。当
アパレル・ファッション業界におきましても、2020年度終盤に第３波到来により、新型コロナウイルス感染症が急
拡大する中で、秋冬商戦の山場となる2021年１月には緊急事態宣言の再発出により百貨店中心に集客が急減し売上
を大きく落とす結果となりました。２月に入りやや回復の兆しが見えたものの、宣言延長による対象地区店舗・テ
ナントの時短営業や高齢層を中心とした外出自粛等、依然厳しい状況が続いています。国内富裕層を中心に高額消
費が活発な他、巣ごもり需要によるＥＣ好調が続く一方、インバウンド需要は入国規制により大幅減となり低水準
のまま推移しています。衣料品はビジネス関連を中心に苦戦が続いていますが、一部カジュアル衣料は健闘してい
る状況です。
　このような経営環境のなかで、当社グループは新型コロナウイルス感染症のダメージコントロールへの注力と並
行して、増加した在庫品の圧縮、新規商品仕入高のコントロール、ＥＣ販路の強化など様々な施策に取り組み、事
業構造改革を推進してまいりました。
　コロナ禍が下半期以降も想定以上に拡大・長期化する厳しい環境下、売上高の確保、在庫消化のためのセール多
用等で売上高はほぼ計画達成が出来ましたが、売上総利益率については大幅に悪化しました。販売費及び一般管理
費は人件費の抑制、旅費交通費の圧縮等、総額の削減に努めました。この結果、当連結会計年度の売上高は379億
３千９百万円、営業損失は89億１千３百万円、経常損失は90億３千６百万円、親会社株主に帰属する当期純損失は
49億８千８百万円となりました。

部門別売上の状況

区　分 売上高 構成比率

紳士服・洋品 12,977 百万円 34.2 ％

婦人服・洋品 20,020 52.8

服飾品他 4,941 13.0

合　計 37,939 100.0

16
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(２) 設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資は、出店等による店舗設備等で総額６億５千４百万円であります。
　また、当連結会計年度にGINZA TIMELESS ８等の保有不動産の売却を行っております。

(３) 資金調達の状況
　当連結会計年度中に、金融機関より短期・長期の借入を実行しております。
　なお、当連結会計年度の期末残高は60億円であります。

(４) 重要な企業再編等の状況
　当連結会計年度において、特記すべき事項はありません。

(５) 対処すべき課題
＜今後の見通しについて＞
　今後の感染症の帰趨やそれが内外経済に与える影響については予測が困難であり、経済・物価見通しにおいても当
面不透明な状況が続くと認識しております。
　そうした情勢のなかで、当社グループは2020年４月策定の２ヵ年計画『再生プラン』に則り、事業構造改革を完
遂し、基礎収益力の回復および黒字化を実現することを必達目標とし、強化販路であるＥＣ・通販や直営店の拡大に
よる売上高の確保、調達原価率の低減、建値/総消化率の抜本改善、インベントリーコントロール、不採算事業のロ
ーコスト運営による利益率改善に加え、更なる販売費及び一般管理費の削減に努めてまいります。
　2022年２月期通期連結業績予想につきましては、売上高440億円、営業利益１億円、経常利益５千万円、親会社
株主に帰属する当期純利益はゼロアップとし、黒字化の実現をボトムライン目標といたします。

＜2022年２月期の重点施策＞
１．売上高の確保
　コロナ禍が消費環境に及ぼす影響は、2022年２月期まで継続するとの前提に基づき、2020年２月期比75%の440
億円を計画しています。（2019年１～12月の12ヶ月間対比）
　チャネル別では、百貨店においては2021年２月期に戦線整理を進めましたが既存店舗の効率化を進め、2020年２
月期比68％の245億３千万円を計画しています。直営店においては銀座直営店の閉店の影響もあり2020年２月期比
59％の36億６千万円を計画しています。ＥＣ・通販においては、2020年２月期比110％の76億１千万円を計画して
います。プロパー販売を強化することにより、2021年２月期から９億円の粗利益改善を計画しています。

17
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２．粗利率改善のための施策
　調達原価率低減、建値/総消化率の抜本改善、インベントリーコントロール等を通じて、粗利率の2020年２月期差
1.6％の改善を目指します。
　調達原価率の2020年２月期差2.0％の改善により、粗利率の約３％の改善を計画しています。また、アウトレット
においては専用商材を導入いたします。
　建値/総消化率の抜本改善においては、仕入抑制による総消化率の改善を計画しています。仕入額は2020年２月期
285億円に対し、2021年２月期は169億円に抑制しておりますが、2022年２月期は156億円を計画しています。ま
た、品番削減・ＭＤ集約/プロパー強化/セール抑制等の実行により、建値消化率の44％から53％への改善を計画し
ています。
　インベントリーコントロールにおいては、2021年２月期末の製品在庫は期初に対して41億円削減し、90億円（単
体）となっておりますが、ＭＤサイクル短縮化、ＱＲ体制（短サイクル生産体制および期中追加企画、生産体制）構
築による在庫回転率向上等により、2022年２月期末の製品在庫は60億円への圧縮を進めてまいります。
　不採算事業のローコスト運営においては、2021年２月期に不採算事業の店舗集約、販売費及び一般管理費の抜本
削減等のリストラクチャリングによる徹底したローコスト化を実行済みです。

３．販売費及び一般管理費の削減
　当初再生プランでは２年間で40億円の削減を目標としておりましたが、2021年２月期で特別損失計上分の11.5億
円を除き実質55億円を既に削減しています。2022年２月期においてはさらに32億円の削減を計画しています。
　販売費においては、2020年２月期に対して33億３千万円の削減を計画しています。2021年２月までに不採算売
場約180店舗の撤退は完了しておりますが、さらに店舗ファッションアドバイザー人員の適正化を進めてまいりま
す。
　宣伝販促費においては、紙媒体からデジタル媒体への移行を促進する等、プロモーションの効率化を進め、2020
年２月期に対して14億７千万円の削減を計画しています。
　社員人件費においては、2021年１月に募集した希望退職による人員適正化や組織のスリム化、残業削減により
2020年２月期に対して22億８千万円の削減を計画しています。

４．キャッシュ・フロー対策
　ワーキングキャピタルマネジメントとキャッシュ・フロー マネジメントを保持いたします。
ワーキングキャピタルマネジメントにおいては、売上動向によるキャッシュイン変動に対して、キャッシュアウトを
コントロールします。仕入、在庫を週次/月次のタームでモニタリングしコントロールを行うと共に、販売費及び一
般管理費のコントロールを行います。
　一方、キャッシュ・フロー マネジメントにおいては、必要に応じて更なる資産流動化を検討いたします。

18
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５．今後の成長戦略の方向性
　再生プランの最終年度である2022年２月期中に成長戦略策定に着手してまいります。
2025年２月期の売上高520億円、営業利益率10％確保、売上総利益率55％、販売費及び一般管理費率45％を基本的
な指針とし、再生プランで実行した構造改革施策継続によるＫＰＩ改善（オーガニックグロース）に、成長戦略施策
の効果を加えることにより達成を目指します。
　成長戦略施策として、「ブランドバリュー再定義」、「デジタルマーケティング強化」、「ＥＣプラットフォーム
再構築」、「直営店出店強化」を掲げ、既に検討に着手しています。

　　なお、2022年２月期計画および今後の成長戦略の方向性については、「2021年２月期決算説明資料」に記載し
ております。当社ホームページ→企業情報→投資家情報→決算短信 に掲載しておりますのでご覧ください。
（https://www.sanyo-shokai.co.jp/company/ir/statement.html）

19
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＜事業等のリスク情報＞
１. ファッション商品の特性について
　当社グループの主力商品の大部分はファッション衣料および服飾品であります。ファッション商品の販売はその
特性上、流行に左右されやすい傾向があります。当社グループは消費者ニーズの変化に対応するべく、商品企画の更
なる刷新と市場情報収集力の強化に努めております。今後とも商品力の強化により売上拡大を図っていく方針であ
りますが、流行の急激な変化によっては、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

２. 知的財産権の使用について
　当社グループは現在数社の海外ブランドと提携し、提携先所有の知的財産権を使用したブランド（ライセンスブラ
ンド）の衣料および服飾品を販売しております。現在、これらのライセンスブランドの総売上高は当社グループの売
上高の過半を占めております。当社グループといたしましては、これらの海外ブランドとは密接で良好な関係を構築
し維持しており、今後とも売上拡大を図ってまいります。しかしながら、契約更改時における契約更改条件等によっ
ては、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

３. 気象状況や経済状況等について
　ファッション衣料および服飾品は、気象状況あるいは経済状況の変化の影響を受けやすく変動しやすいため、種々
の変化に対応できるよう、ＱＲ体制等による対応を図っております。しかしながら、冷夏暖冬などの天候不順や予測
不能な気象状況あるいは経済環境の変化等により、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。

４. 品質管理について
　当社グループは厳しい品質管理基準にしたがって各種製品を提供しておりますが、予測しえない品質トラブルや製
造物責任に係わる事故が発生した場合は、企業およびブランドイメージが損なわれ、当社グループの経営成績に影響
をおよぼす可能性があります。

５. 情報管理について
　当社グループは直営店および百貨店等の店頭での顧客管理、ならびに自社ＥＣ等の会員顧客管理上、多くの個人情
報を保有しております。これらの情報の管理・取扱いについては当社コンプライアンス委員会、内部統制委員会で社
内ルールを決定し、管理体制を整え万全を期しております。しかしながら、情報流出や漏洩が発生した場合は、当社
グループの社会的信用を低下させ、当社グループの経営成績に影響をおよぼす可能性があります。
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６．新型コロナウイルス感染症について
　今後の新型コロナウイルス感染症の帰趨やそれが内外経済に与える影響については予測が困難であり、緊急事態宣
言の発令等により、百貨店、商業施設、直営店の営業時間の短縮や店舗休業となった場合には、当社グループの経営
成績に影響をおよぼす可能性があります。

　以上６項目の他にその他の一般的なリスクとして、取引先の破綻による貸倒れ、災害、事故、法的規制および訴訟
等、さまざまなリスクが考えられます。

＜継続企業の前提に関する重要事象等＞
　当社は、当連結会計年度において５期連続の営業損失を計上し、３期連続で営業キャッシュ・フローがマイナスと
なり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在していると認識しております。
　2021年２月期におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、緊急事態宣言が発令されたことなどに
より、実店舗での来客減に起因する営業損失およびマイナスの営業キャッシュ・フローが発生しました。
　かかる状況下、2021年２月末時点で金融機関から60億円の融資の実行を受けており、また、投資有価証券の売
却、一部不動産ならびにゴルフ会員権等売却可能な資産の流動化、2021年３月に実行した連結子会社であるルビー・
グループ株式会社の売却等により資金の確保に努めております。
　さらに当社は再生プランの実行過程において、収束しないコロナ禍の中、仕入金額および在庫の圧縮に努め、翌連
結会計年度の業績への影響を最小化するため、当連結会計年度の粗利益率を若干犠牲にしながらも旧品の処分販売を
推進し、翌連結会計年度の黒字化に向けた資産の健全化を進めました。翌連結会計年度においては、値引き販売から
の決別および適切な粗利益の確保に邁進し、商品仕入権限の集中管理により更なる仕入金額および在庫の圧縮、営業
キャッシュ・フローの改善を進めております。
　また、不採算ブランドの撤退、ターゲット消費者が重複するブランドならびにプロダクトラインの適正化を検討
し、コスト削減に努めてまいります。
　加えて、坪効率の悪い店舗の更なる統廃合により、店舗坪効率の改善、店舗運営人員の最適化を通じて販売費及び
一般管理費の削減を図っております。
　上記の資金面補強策により、当連結会計年度末のキャッシュポジションは60億円以上増加しており、新型コロナ
ウイルス感染症の影響が継続した場合でも耐えうる財務面での安定化が進んでおり、同時に営業面での利益率改善、
販売費及び一般管理費の圧縮を確実に実行することで、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないもの
と判断しております。

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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(６) 財産および損益の状況の推移

区　　分
第75期

自 2017年 1 月 1 日
至 2017年12月31日

第76期
自 2018年 1 月 1 日
至 2018年12月31日

第77期
自 2019年 1 月 1 日
至 2020年 2 月29日

第78期
（当連結会計年度）
自 2020年 3 月 1 日
至 2021年 2 月28日

売上高 (百万円) 62,549 59,090 68,868 37,939

経常損失 (△) (百万円) △1,941 △1,950 △2,899 △9,036

親会社株主に帰属する
当期純損失 (△) (百万円) △1,025 △819 △2,685 △4,988

１株当たり当期純損失金額 
(△) (円) △81.62 △65.21 △219.17 △412.07

総資産 (百万円) 75,549 73,792 62,386 52,926

純資産 (百万円) 48,835 45,427 38,822 33,462
(注)１. 2017年７月１日を効力発生日として普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施したため、第75期の期首に当該株式併合が行われたと

仮定し、１株当たり当期純損失金額を算定しております。
　　２. 第77期は、決算期変更に伴い当事業年度は14ヶ月決算となっております。
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(７) 親会社および重要な子会社の状況（2021年２月28日現在）
１．親会社の状況
　該当事項はありません。

２．重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

サンヨーアパレル㈱ 100 百万円 100.0 ％ 衣料品の販売
上海三陽時装商貿有限公司 155,484 千元 100.0 % 海外生産支援業務

ルビー・グループ㈱ 174 百万円 100.0 ％ Ｅコマースサイト運
営支援

（注）当社は、2021年３月25日に、ルビー・グループ㈱の全株式を譲渡しております。

(８) 主要な事業内容 （2021年２月28日現在）

区　分 主要品目
紳士服・洋品 コート・スーツ・ジャケット・スラックス・セーター・シャツ等
婦人服・洋品 コート・ドレス・スーツ・ジャケット・スカート・セーター・シャツ・ブラウス等
服飾品他 バッグ・ベルト・傘・ハンカチ・アクセサリー等

(９) 主要な事業所 （2021年２月28日現在）

会　社　名 区　分 名　称 所在地

㈱三陽商会 当　社

本社
本社別館（通称ブルークロスビル）
大阪支店
名古屋支店
福岡支店
札幌営業所

東京都新宿区
東京都新宿区
大阪府大阪市中央区
愛知県名古屋市中区
福岡県福岡市中央区
北海道札幌市中央区

サンヨーアパレル㈱ 子会社 本社 神奈川県横浜市中区
上海三陽時装商貿有限公司 子会社 本社 中国上海市
ルビー・グループ(株) 子会社 本社 東京都渋谷区

（注）当社は、2021年３月25日に、ルビー・グループ㈱の全株式を譲渡しております。
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(10) 従業員の状況（2021年２月28日現在）
1. 企業集団の従業員の状況

区　　　分 従　業　員　数 前連結会計年度末比増減
男　　　性 658 名 45 (減) 名

女　　　性 914 33 (減)
合　　　計 1,572 78 (減)

(注) 1. 上記従業員数の他に期中平均人員1,923名の嘱託および臨時販売員を雇用しております。
　　 2. 希望退職制度により、2021年３月31日付で180名が退職しております。

２. 当社の従業員の状況
区　　　分 従業員数 前期末比増減 平均年令 平均勤続年数
男　　　性 613 名 36 (減) 名 42.6 才 15.8 年

女　　　性 879 24 (減) 39.2 12.6
合計または平均 1,492 60 (減) 40.6 13.9

(注) 1. 上記従業員数の他に期中平均人員1,877名の嘱託および臨時販売員を雇用しております。
　　 2. 希望退職制度により、2021年３月31日付で180名が退職しております。

(11) 主要な借入先の状況（2021年２月28日現在）

借　入　先 借　入　額
㈱三菱UFJ銀行 3,000 百万円

㈱三井住友銀行 2,000 百万円

㈱みずほ銀行 1,000 百万円

24

従業員の状況、主要な借入先の状況



2021/04/27 18:36:13 / 20697854_株式会社三陽商会_招集通知（Ｃ）

2 会社の株式に関する事項（2021年２月28日現在）

(1) 発行可能株式総数 40,000,000株

(2) 発行済株式の総数 12,109,734株
(自己株式513,200株を除く)

(3) 株主数 14,073名

(4) 大株主（上位10名）
株　主　名 持　株　数 持  株  比  率

 八木通商㈱ 1,273
千株

10.51
％

 RMB JAPAN OPPORTUNITIES FUND, LP. 1,046 8.64

 ㈱日本カストディ銀行(三井住友信託銀行再信託分・三井物産㈱退職給付信託口) 757 6.26

 日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 421 3.48

 ㈱三越伊勢丹 416 3.44

 三井物産㈱ 345 2.85

 BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES LUXEMBOURG/JASDEC/ACCT 
BP2S DUBLIN CLIENTS-AIFM 299 2.47

 明治安田生命保険相互会社 270 2.23

 ㈱日本カストディ銀行（信託口） 220 1.82

 SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 195 1.61

(注) 1．当社は、自己株式を513,200株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
       2．持株比率は自己株式513,200株を控除して計算しております。

3 新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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4 会社役員に関する事項
(１) 取締役および監査役の状況 （2021年２月28日現在）

地　　　位 氏　　　名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 大 江 伸 治 兼 社長執行役員 経営統轄本部長

代 表 取 締 役 中 山 雅 之 兼 副社長執行役員

取 締 役 加 藤 郁 郎 兼 常務執行役員 事業本部長

取 締 役 岡 澤 　 雄 ㈱海外需要開拓支援機構 社外取締役、日本ペイント㈱ 社外監査役

取 締 役 椎 名 幹 芳

取 締 役 髙 橋 久 男 ロジファクタリング㈱ 代表取締役社長

取 締 役 二 橋 千 裕 ㈱東急百貨店 特別顧問

取 締 役 安 田 育 生 ピナクル㈱ 代表取締役会長 兼 社長 兼 ＣＥＯ

取 締 役 矢 野 麻 子 ㈱ヤオコー 社外取締役、三菱鉛筆㈱ 社外取締役

常 勤 監 査 役 伊 藤 六 一

常 勤 監 査 役 田 中 秀 文

監 査 役 三 浦 孝 昭 公認会計士、盟和産業㈱ 社外取締役

監 査 役 飯 村 　 北 弁護士、マルハニチロ㈱ 社外取締役、㈱ヤマダ電機 社外監査役
(注) 1. 取締役岡澤雄氏、椎名幹芳氏、髙橋久男氏、二橋千裕氏、安田育生氏および矢野麻子氏は、社外取締役であります。

2. 監査役三浦孝昭氏および飯村北氏は、社外監査役であります。
3. 監査役三浦孝昭氏は、公認会計士として財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
4. 当社は、取締役岡澤雄氏、椎名幹芳氏、髙橋久男氏、二橋千裕氏、安田育生氏および矢野麻子氏ならびに監査役三浦孝昭氏および飯村北氏を

東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
5. 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。

　補欠監査役　森　倫洋

(２) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項に基づき、各社外取締役および各監査役との間で、法令の定める限度まで、社外
取締役および監査役の責任を限定する契約を締結しております。
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(３) 役員等賠償責任保険契約に関する事項
　当社は、当社および当社子会社の取締役、監査役、執行役員および管理職従業員を被保険者とする役員等賠償責
任保険契約を保険会社との間で締結しています。
　当該契約の内容の概要は、以下のとおりです。
　・会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担することになった訴訟費用および損害賠償金
　　等を補填の対象としております。
　・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者による犯罪行為等に起
　　因する損害等については、補填の対象外としています。
　・当該契約の保険料は全額当社が負担しています。

(４) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額
区　　　分 支 給 人 員 支　給　額
取　締　役 15名 149百万円
監　査　役 5名 51百万円
合　　　計

(うち社外役員分)
20名
(11名)

200百万円
(51百万円)

(注) 1. 上表には、2020年５月26日開催の第77期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役６名（うち社外取締役２名）および社外監査役１名
を含んでおります。

2. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3. 取締役の報酬等の総額は、2007年３月29日開催の第64期定時株主総会において、年額450百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と

決議いただいております。また、上記の報酬枠の範囲内で、2019年３月28日開催の第76期定時株主総会において、取締役（社外取締役を除
く）に対して、譲渡制限付株式報酬制度に基づき、支給する金銭報酬債権の総額は年額100百万円以内、かつ、年50,000株以内と決議いただ
いております。

　＜取締役の報酬の決定に関して＞
　　取締役の報酬は、基本報酬として、その職責と役位に応じて支給する固定の標準月額報酬、業績連動報酬として、

過年度の業績等に基づき支給する賞与および譲渡制限付株式報酬で構成されております。また、社外取締役の報酬
は、経営の監督機能を十分に機能させるため譲渡制限付株式を支給せず、固定の標準月額報酬のみで構成されてお
ります。なお、賞与については、全社営業利益予算の達成度に応じて算定いたしますが、当事業年度においては支
給がありません。取締役の報酬額決定については、社外取締役を委員長とする、任意の指名・報酬委員会にて審議
された内容をもって、社会的な水準、経営内容および役位等を考慮し、取締役会における協議により決定しており
ます。また、譲渡制限付株式報酬は、その役位等に基づき、取締役各人に対して支給する金銭報酬債権を現物出資
させる方法により、譲渡制限付株式を割り当てております。
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5 社外役員に関する事項
(１) 社外役員の重要な兼職の状況等（2021年２月28日現在）

氏　名 重要な兼職先 当社との関係

取締役

岡 澤 　 雄
㈱海外需要開拓支援機構 社外取締役
日本ペイント㈱ 社外監査役

特別の関係はありません。
特別の関係はありません。

椎 名 幹 芳 ― ―

髙 橋 久 男 ロジファクタリング㈱ 代表取締役社長 特別の関係はありません。

二 橋 千 裕 ㈱東急百貨店 特別顧問 特別の関係はありません。

安 田 育 生 ピナクル㈱ 代表取締役会長 兼 社長 兼 CEO 特別の関係はありません。

矢 野 麻 子 ㈱ヤオコー 社外取締役
三菱鉛筆㈱ 社外取締役

特別の関係はありません。
特別の関係はありません。

監査役
三 浦 孝 昭 盟和産業㈱ 社外取締役 特別の関係はありません。

飯 村 　 北 マルハニチロ㈱ 社外取締役
㈱ヤマダ電機 社外監査役

特別の関係はありません。
特別の関係はありません。
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(２) 社外役員の主な活動状況
氏　名 取締役会出席状況 監査役会出席状況 主な活動状況

取締役

岡 澤 　 雄 ※16回中15回
（94％） －

企業経営者として長年にわたり培ってきた豊富
な経験と幅広い知識に基づき、取締役会に出席
し、議案の審議に有益かつ必要な発言を適宜行い
ました。

椎 名 幹 芳 ※16回中16回
（100％） －

企業経営者としての豊富な経験と幅広い知識に
基づき、取締役会に出席し、議案の審議に有益か
つ必要な発言を適宜行いました。取締役会議長
ならびに任意の指名・報酬委員会の委員長とし
て、それぞれの議事を円滑かつ適正に進行させ、
その職責を果たしました。

髙 橋 久 男 ※16回中16回
（100％） －

企業経営者として長年にわたり培ってきた豊富
な経験と幅広い知識に基づき、取締役会に出席
し、議案の審議に有益かつ必要な発言を適宜行い
ました。

二 橋 千 裕 ※16回中16回
（100％） －

企業経営者として長年にわたり培ってきた豊富
な経験と幅広い知識に基づき、取締役会に出席
し、議案の審議に有益かつ必要な発言を適宜行い
ました。

安 田 育 生 ※16回中16回
（100％） －

企業経営者としての豊富な経験と幅広い知識に
基づき、取締役会に出席し、議案の審議に有益か
つ必要な発言を適宜行いました。また、任意の指
名・報酬委員会の委員として、その職責を果たし
ました。

矢 野 麻 子 ※16回中15回
（94％） －

企業経営者としての豊富な経験と幅広い知識に
基づき、取締役会に出席し、議案の審議に有益か
つ必要な発言を適宜行いました。また、任意の指
名・報酬委員会の委員として、その職責を果たし
ました。

監査役

三 浦 孝 昭 21回中21回
（100％）

12回中12回
（100％）

公認会計士としての豊富な経験に基づき、社外監
査役として中立かつ客観的観点から議案の審議
に必要な発言を適宜行いました。

飯 村 　 北 ※16回中16回
（100％）

※10回中10回
（100％）

弁護士としての豊富な経験に基づき、社外監査役
として中立かつ客観的観点から議案の審議に必
要な発言を適宜行いました。

※印は、2020年５月26日就任後の状況を記載しております。
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6 会計監査人に関する事項
(１) 名称　　有限責任 あずさ監査法人

(２) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 公認会計士法（1948年法律第103号）第２条第１項の業務に係る報酬等の額 73百万円
② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 75百万円
(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を区分しておらず、実質的に

も区分できないため、上記①の金額にはこれらの合計額を記載しております。
2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および監査報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必

要な検証を行ったうえで、会計監査人の監査報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(３) 非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である商標使用料に
関する合意された手続業務等を委託しております。

(４) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役会は監査役
全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。
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７ 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
(１) 当社の取締役、執行役員および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制
１．取締役会は、法令・定款および取締役執務規程等に従い、経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役

の職務執行を監督しております。
２．社長直轄の内部監査室は、内部監査規程に基づき業務全般に関して法令・定款および社内規程等の遵守状況、

職務執行の手続の妥当性について、作成した計画に基づいて定期的に内部監査を実施し、社長および監査役に
対して、その結果を報告しております。

３．コンプライアンス委員会、内部統制委員会、内部監査室の活動を通じ、コンプライアンス体制の充実を図って
おります。

４．ＣＳＲ基本方針、企業行動基準、就業規則、コンプライアンス規程、重要情報の適時開示と内部者取引防止規
程等、行動規範に結びつく各種の規程、基準等を備え、その周知徹底を図っております。

５．社内取締役、執行役員を対象に、外部専門家による「不正・不祥事事例から学ぶ効果的な内部監査の手法」に
関するウェブ講義を行いました。また、新任の社内取締役、執行役員に対しては、「社内取締役、執行役員が
認識すべき義務と責任の理解」をテーマとした特別研修を行うことを義務化しております。

６．当社および子会社の取締役、執行役員および使用人が法令・定款および各種社内規程等に違反する行為を発見
した場合、職制を通じての報告のほか、当社内の通報窓口または社外の顧問弁護士を通じて当社に通報できる
社内通報制度（三陽アラーム制度）により、代表取締役社長を含む経営陣およびコンプライアンス委員長に速
やかに報告が上がるよう体制を整備しております。

７．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対しては、組織全体として毅然とした態度で
対応し、これら勢力および団体とは一切関わらない方針を貫いております。

(２) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　　取締役の職務の執行・意思決定に関わる取締役会議事録、経営会議議事録、執行役員会議事録、稟議書、各種

申請書および契約書等を文書保存規程の定めるところにより作成・保存し、また、それら文書の管理体制を整備
しております。
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(３) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
１．当社の業務に関連するリスクとして、「犯罪リスク」、「ＰＬ関連リスク」、「営業リスク」、「労務管理リ

スク」、「市場リスク」および「災害リスク」等が考えられますが、かかるリスクに基づく損失の発生防止の
ための各種規程およびマニュアルを策定するとともに、コンプライアンス委員会、内部統制委員会を通じて危
機管理についての社内啓発・教育を実施しております。また当該損失の防止策が実効的に機能することを確保
するため、内部監査室はその状況について監視しております。

２．損失の危険が発生した場合は、危機管理規程に則り、危機管理委員会がその種類に応じて対応しております。
３．リスク管理の中核となる責任者として「コンプライアンス委員長」を任命し、同委員長は社内のあらゆる情報

にアクセス権を有し、社外取締役および監査役会への当該関連案件の報告義務を負っています。またコンプラ
イアンスリスク対応機能を分離独立させる観点から、コンプライアンス委員長の下にコンプライアンス委員会
を設置し、四半期に1回、各期末を原則として開催しております。

４．損失の危険の管理に関する委員会等の名称と役割は次のとおりです。
『危機管理委員会』
　「犯罪リスク」、「ＰＬ関連リスク」、「営業リスク」、「労務管理リスク」、「市場リスク」、「災害リス

ク」の発生時において、各種リスク毎に定めた関係部門による対策本部を組織し、適切な管理体制を構築し運
営しております。

　また、上記以外の新たなリスクの発生時には、危機管理委員長が必要に応じて別途対策本部を定め、適切な管
理体制を構築し運営しております。

『コンプライアンス委員会』
　同委員会においては、四半期毎に認識された下記の各種リスクに関する懸念事項を共有し、適宜問題の解決を

図っております。
　＜コンプライアンス委員会が検討する各種リスク＞
　① 法令違反行為全般に関するリスク
　② 企画・製造・販売の事業活動に関する取引先リスク
　③ 金銭授受、支払い、インサイダー、税務に関するリスク
　④ 資産管理・活用、株主対応に関するリスク
　⑤ 個人情報をはじめとする情報資産の漏洩リスク
　⑥ マーケットおよび消費者対応に関するリスク
　⑦ 労務案件に関するリスク
　⑧ 内部監査、内部統制運用から生じた懸念事項に関するリスク
　⑨ その他
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　また同委員会の討議内容について、第三者視点による透明性を確保する観点から、常勤監査役が陪席するほか、
必要に応じて社外役員、社外弁護士と情報共有を図ることとし、問題点に関し適切な助言を得られるよう体制
を整備しております。

『内部統制委員会』
　危機発生のリスクの分析・評価を行い、危機発生時に適切な対応を行うための基盤整備を平時から行っており

ます。
『内部監査室』
　危機管理体制に関する監視を行っております。
『法務・ライセンス統括部』
　コンプライアンスリスク発生時に窓口部門として危機管理委員会の招集の要否を判別し、迅速かつ適切な対応

を実行しております。
　また、社内通報制度（三陽アラーム制度）の社内窓口部門として機能しております。

(４) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１．連結ベースの中期的な経営計画および年度事業計画を策定し、諸施策を推進しております。
２．「取締役執務規程」により取締役の責務を明確にし、組織運営・業務推進の効率性を求めております。
３．取締役（社外取締役を除く）および取締役会が任命する者で構成される経営会議を設置し、会社に影響をおよ

ぼす重要事項についての多面的な検討と意思決定を行っております。
４．取締役会により選任された執行役員に業務執行権限を委譲し、業務の効率的運用を行っております。

(５) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
１．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制および当該取締役等の職務の執行が効

率的に行われることを確保するための体制
・当社グループの業務の適正性を確保するため、「関係会社管理規程」に基づき各子会社に対する当社の所管部

門およびその責任者を定め、必要に応じて当該所管部門の責任者または所属員を役員として派遣し、子会社の
取締役等の職務の効率的な執行状況を管理するとともに、重要事項が当社の取締役会に適切に報告される体制
を整備しております。

２．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・各子会社の当社所管部門およびその責任者は、子会社の業務に関連するリスクについて、これを評価し、対応

するための継続的統制を組織的に行い、かかるリスクに関する重要な情報が当社の取締役会に適時に報告され
る体制を構築・維持しております。さらに、重要な契約の締結等については、当社の法務・ライセンス統括部
が連携し適宜審査を行っております。
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３．子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
・子会社のコンプライアンス体制の充実を図るため、当社の内部監査室は子会社のリスク管理体制を監視すると

ともに、適正な取引や会計処理を確保するため十分な情報交換、聴取を行っております。また、当社の監査役
が子会社の監査に関与し、あるいは必要に応じ当社常勤監査役が子会社の監査役を兼務するなどして、当社と
同等の業務の適正を確保する体制を整備しております。

・法令・定款違反等を未然に防止するため、子会社の使用人等から内部通報が寄せられた場合は、当社は、三陽
アラーム制度規程に則し適切に対応しております。

(６) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項

１．監査役監査基準および監査役会規則に則り、監査役が求めた場合は、使用人の中から監査役の職務を補助すべ
き使用人（以下「補助使用人」という）を選任し監査役補助の任にあてております。

２．取締役、執行役員および使用人は、補助使用人が監査役の指示により監査に必要な情報、資料の提供等を求め
た場合においては、当該情報等の提供に速やかに応じるなど、補助使用人が行う業務の推進に協力しておりま
す。

(７) 前号の補助使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項および当社の監査役の補助使
用人に対する指示の実効性確保に関する事項

１．監査役業務に関しては、補助使用人は取締役および補助使用人の属する組織の上長等の指揮命令は受けないこ
ととしております。

２．監査役監査基準および監査役会規則に則り、補助使用人の人事異動および雇用条件に関する事項は、監査役と
事前の協議を行うものとしております。

(８) 当社の監査役への報告に関する体制
１．当社の取締役、執行役員および使用人は、監査役の要請に応じ、以下につき監査役に適時報告しております。

・定例的報告事項
 経営の状況、事業の遂行状況、財務の状況、内部監査室が実施した監査の結果等。

・臨時的報告事項
　 会社に著しい損害をおよぼす恐れのある事実、取締役、執行役員および使用人の職務遂行に関して不正または

法令・定款および各種社内規程等に違反する重大な事実、三陽アラーム制度に基づき通報された事実、重要な
訴訟・係争および行政処分等に関する事実。

２．当社の代表取締役は定例的に実施されるミーティングにおいて、必要事項について監査役と意見交換を行って
おります。
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３．当社の監査役が子会社の監査に関与し、あるいは必要に応じ当社常勤監査役が子会社の監査役を兼務するなど
して、当社の子会社の取締役、監査役および使用人が、当社の監査役に直接報告できる体制を整備しておりま
す。また、子会社の使用人等から三陽アラーム制度に基づき通報された内容については、同制度の窓口部門で
ある当社法務・ライセンス統括部が取りまとめ、定期的に当社監査役に報告しております。

(９) 前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制

１．当社は、当社の監査役へ報告を行った当社および子会社の役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不
利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社および子会社の役職員に周知徹底しております。

２．三陽アラーム制度規程において、通報者の保護を優先事項としてその旨を定め、また、三陽アラーム制度規程
に基づく通報者に対して、当該通報をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止しております。

 

(10) 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　　当社は、監査役会が職務の執行上必要と認める費用について毎年予算を計上するとともに、監査役がその職務
の執行について支出した費用等に関して、監査役から請求があった場合には、速やかに当該費用または債務の適
切な処理を行っております。

(11) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１．監査役は、以下の重要な会議に出席するほか、業務執行に関する以下の重要な資料を閲覧できることとしてお

ります。
・監査役が出席する会議

取締役会、経営会議、執行役員会、予算編成会議、コンプライアンス委員会、CSR推進委員会等の重要な会議。
・監査役が閲覧できる資料

代表取締役が決裁するもの、法令等遵守に関するもの、リスク管理に関するもの、内部監査に関するもの、重
要な会計方針の変更に関するもの、重要な訴訟・係争に関するもの、重要な事故・苦情・トラブルに関するも
の、その他の重要な決裁書類。

２．取締役は、監査役の監査が実効的に行われるよう、監査役が法務、会計等の専門家から適切なアドバイスを得
られる環境を整備するとともに、監査役と内部監査室および会計監査人との連携体制を推進しております。
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(12) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
１．コンプライアンス等

　ＣＳＲ基本方針、企業行動基準等、行動規範に結びつく社内規程について、通達等の適宜の方法により注意喚
起を促すなど、従業員に対して周知徹底を図りました。また、各種リスクを所管する部門の責任者で構成される
コンプライアンス委員会は、原則事業年度内４回の開催であるところ、コロナ禍の影響により計３回の開催とし、
各部門が抱える潜在リスクを抽出するとともに、その解決策を検討の上、全社的に連絡事項の伝達を行いました。
なお、内部統制委員会および内部監査室は、それぞれ独立の視点でコンプライアンス体制の運用状況を確認いた
しました。
　また、法令・定款および各種社内規程等に違反する行為の未然防止と早期発見を図るべく、内部通報制度（三
陽アラーム制度）の運用をグループ全体で継続し、取組みを強化しております。

２．取締役の職務執行
　当社は、法令・定款および取締役執務規程等に従い、原則月１回の定例取締役会を、また、必要に応じて臨時
取締役会を開催し、法令または定款に定められた事項および経営上重要な事項の決議等を行うとともに、取締役
の職務執行の監督を行いました。さらに、当社においては社外取締役も選任し、取締役会による当社取締役の職
務執行の監督機能を強化しております。
　また、当社は、取締役会開催前には、経営会議において、取締役会付議事項について多面的に検討を加えると
ともに、取締役会終了後は、執行役員会において、取締役会での決定事項等を全執行役員に報告し共有を図るこ
とで、取締役の職務執行の効率性を確保しております。

３．監査役の職務執行
　監査役は、取締役会への出席ならびに常勤監査役による経営会議、執行役員会、予算編成会議、コンプライア
ンス委員会およびＣＳＲ推進委員会その他の重要な会議への出席や、定期的に行われる取締役と監査役との意見
交換会等を通して、忌憚なく監査し助言を行っております。また、監査役は、取締役、執行役員および使用人か
らの定例および臨時の報告を通じて、当社の内部統制の整備、運用状況等について確認を行うとともに、会計監
査人との定期的なミーティングや、内部監査室からの報告を受けることにより、連携体制を推進しつつ監査の実
効性を確保しております。

４．内部監査
　当社では、内部監査室が定期的に監査計画を策定の上、業務全般に関して法令・定款および社内規程等の遵守
状況、職務執行の手続の妥当性についてグループ全体の内部監査を実施し、その結果を取締役および監査役に報
告しております。

５．子会社管理
　当社は、「関係会社管理規程」に基づき、すべての子会社に当社所管部門の責任者または所属する従業員を役
員として派遣しており、子会社から重要事項等の報告を適宜受けております。また、当社の常勤監査役が子会社
の監査役を兼務するなど子会社の監査に関与し、定例的に開催される当社監査役会において子会社の監査内容を
報告しております。
（注）本事業報告中の記載金額および数量は、表示単位未満の端数を切り捨てております。

比率その他については、表示桁未満の端数がある場合、これを四捨五入しております。
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連結計算書類

連結貸借対照表 (2021年2月28日現在) (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額
(資産の部)
流動資産

現金及び預金
受取手形及び売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物及び構築物
土地
リース資産
建設仮勘定
その他

無形固定資産
商標権
ソフトウエア
のれん
その他

投資その他の資産
投資有価証券
敷金及び保証金
繰延税金資産
退職給付に係る資産
その他
貸倒引当金

33,947
19,652
3,341
9,406

155
249

1,154
△12

18,979
9,363
3,813
4,136

519
2

891
2,167

109
759

1,248
50

7,448
4,954
1,559

5
872
64

△8

(負債の部)
流動負債 14,570

支払手形及び買掛金 3,876
1年内償還予定の社債 20
短期借入金 3,200
リース債務 266
未払費用 5,184
未払消費税等 957
未払法人税等 33
賞与引当金 193
返品調整引当金 10
その他 828

固定負債 4,893
長期借入金 2,800
リース債務 422
長期未払金 108
繰延税金負債 762
再評価に係る繰延税金負債 540
退職給付に係る負債 235
その他 24

負債合計 19,464
(純資産の部)
株主資本 29,755

資本金 15,002
資本剰余金 9,688
利益剰余金 6,109
自己株式 △1,044

その他の包括利益累計額 3,707
その他有価証券評価差額金 1,721
土地再評価差額金 1,199
為替換算調整勘定 146
退職給付に係る調整累計額 639

純資産合計 33,462
資産合計 52,926 負債及び純資産合計 52,926
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連結損益計算書 (2020年3月1日から2021年2月28日まで) (単位：百万円)
科目 金額

売上高 37,939
売上原価 23,424

売上総利益 14,515
販売費及び一般管理費 23,429

営業損失 8,913
営業外収益

受取利息及び配当金 227
助成金収入 45
その他 29 303

営業外費用
支払利息 79
借入関連費用 16
為替差損 7
持分法による投資損失 314
その他 9 426
経常損失 9,036

特別利益
固定資産売却益 7,128
投資有価証券売却益 517
助成金収入 759
解約違約金に係る未払費用の取崩益 71 8,476

特別損失
固定資産売却損 35
固定資産除却損 198
減損損失 937
投資有価証券売却損 311
ゴルフ会員権売却損 3
事業構造改善費用 1,242
解約違約金 296
臨時休業等による損失 1,364 4,390

税金等調整前当期純損失 4,951
法人税、住民税及び事業税 41
法人税等調整額 △1 39
当期純損失 4,991
非支配株主に帰属する当期純損失 3
親会社株主に帰属する当期純損失 4,988
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連結株主資本等変動計算書
第78期 (2020年3月1日から2021年2月28日まで) (単位：百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 15,002 10,028 12,890 △1,072 36,848
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △278 △278
親会社株主に帰属する当期純損失 △4,988 △4,988
自己株式の処分 △15 27 12
自己株式の取得 △0 △0
非支配株主との取引に係る親会社
の持分変動 △324 △324
土地再評価差額金の取崩 △1,516 △1,516
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額 (純額) 2 2

連結会計年度中の変動額合計 － △340 △6,780 27 △7,093
当期末残高 15,002 9,688 6,109 △1,044 29,755

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
土地再評価

差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 1,814 △316 135 210 1,843 130 38,822
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △278
親会社株主に帰属する当期純損失 △4,988
自己株式の処分 12
自己株式の取得 △0
非支配株主との取引に係る親会社
の持分変動 △324
土地再評価差額金の取崩 △1,516
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額 (純額) △92 1,516 10 429 1,863 △130 1,736

連結会計年度中の変動額合計 △92 1,516 10 429 1,863 △130 △5,360
当期末残高 1,721 1,199 146 639 3,707 － 33,462
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計算書類

貸借対照表 (2021年2月28日現在) (単位：百万円)

科目 金額 科目 金額
(資産の部)
流動資産

現金及び預金
売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前払費用
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械及び装置
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
商標権
ソフトウエア
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
敷金及び保証金
前払年金費用
その他
貸倒引当金

32,546
18,922
3,328
8,984

128
249
829
103
11

△11
19,134
9,281
3,692

59
36

834
4,136

519
2

913
109
754
50

8,939
4,073
2,684

0
1,394

233
1,340
△787

(負債の部)
流動負債 14,063

支払手形 833
買掛金 3,033
短期借入金 3,200
リース債務 260
未払金 57
未払費用 5,138
未払消費税等 956
未払法人税等 25
預り金 134
賞与引当金 190
返品調整引当金 10
その他 222

固定負債 4,855
長期借入金 2,800
リース債務 417
長期未払金 106
繰延税金負債 761
再評価に係る繰延税金負債 540
退職給付引当金 204
その他 24

負債合計 18,918
(純資産の部)
株主資本 29,840

資本金 15,002
資本剰余金 9,971

資本準備金 3,800
その他資本剰余金 6,171

利益剰余金 5,912
その他利益剰余金 5,912

別途積立金 9,750
繰越利益剰余金 △3,837

自己株式 △1,044
評価・換算差額等 2,921

その他有価証券評価差額金 1,721
土地再評価差額金 1,199

純資産合計 32,762
資産合計 51,681 負債及び純資産合計 51,681
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損益計算書 (2020年3月1日から2021年2月28日まで) (単位：百万円)
科目 金額

売上高 36,293
売上原価 22,528

売上総利益 13,764
販売費及び一般管理費 22,341

営業損失 8,576
営業外収益

受取利息及び配当金 535
その他 112 648

営業外費用
支払利息 79
借入関連費用 16
為替差損 12
貸倒引当金繰入額 274
その他 4 387
経常損失 8,316

特別利益
固定資産売却益 7,128
投資有価証券売却益 517
助成金収入 744
解約違約金に係る未払費用の取崩益 71 8,460

特別損失
固定資産売却損 35
固定資産除却損 147
減損損失 667
投資有価証券売却損 311
ゴルフ会員権売却損 3
関係会社株式評価損 1,250
事業構造改善費用 1,238
解約違約金 291
臨時休業等による損失 1,320 5,266

税引前当期純損失 5,121
法人税、住民税及び事業税 39
法人税等調整額 △0 38
当期純損失 5,160
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株主資本等変動計算書
第78期 (2020年3月1日から2021年2月28日まで) (単位：百万円)

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本

準備金
その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 15,002 3,800 6,186 9,986 9,750 3,117 12,867 △1,072 36,784
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △278 △278 △278
当期純損失 △5,160 △5,160 △5,160
自己株式の処分 △15 △15 27 12
自己株式の取得 △0 △0
土地再評価差額金の取
崩 △1,516 △1,516 △1,516
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純
額)

事業年度中の変動額合計 － － △15 △15 － △6,955 △6,955 27 △6,943
当期末残高 15,002 3,800 6,171 9,971 9,750 △3,837 5,912 △1,044 29,840

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算
差額等合計

当期首残高 1,814 △316 1,497 38,281
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △278
当期純損失 △5,160
自己株式の処分 12
自己株式の取得 △0
土地再評価差額金の取
崩 △1,516
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額 (純
額)

△92 1,516 1,423 1,423

事業年度中の変動額合計 △92 1,516 1,423 △5,519
当期末残高 1,721 1,199 2,921 32,762
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監査報告

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

2021年4月13日
株式会社　三　陽　商　会
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 　 敦 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 春 山 直 輝 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 根 津 順 一 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社三陽商会の2020年３月１日から2021年２月28日までの連結
会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監
査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社三
陽商会及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与
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えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案

し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

　・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

　・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象
や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して
責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場
合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

2021年4月13日
株式会社　三　陽　商　会
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 田 中 　 敦 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 春 山 直 輝 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 根 津 順 一 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社三陽商会の2020年３月１日から2021年２月28日まで
の第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類
等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判
断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案

し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

　・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

　・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場
合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

46

会計監査報告



2021/04/27 18:36:13 / 20697854_株式会社三陽商会_招集通知（Ｃ）

監査役会の監査報告書謄本
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2020年3月1日から2021年2月28日までの第78期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成し
た監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
 

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締
役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

 

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、執行役員、内部
監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施
しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役、執行役員及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意
見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき重大な事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年4月13日

株式会社三陽商会　監査役会

常勤監査役 伊 藤 六 一 ㊞
常勤監査役 田 中 秀 文 ㊞
社外監査役 三 浦 孝 昭 ㊞
社外監査役 飯 村 　 北 ㊞

以　上

48

監査役会の監査報告



2021/04/27 18:36:13 / 20697854_株式会社三陽商会_招集通知（Ｃ）

メ　　モ

49

メモ



2021/04/27 18:36:13 / 20697854_株式会社三陽商会_招集通知（Ｃ）

メ　　モ

50

メモ



2021/04/27 18:36:13 / 20697854_株式会社三陽商会_招集通知（Ｃ）

メ　　モ

51

メモ



「素材」「デザイン」「縫製」にこだわるオリジナルブランド。
地球（環境）に配慮し、着る人を想い、

MADE IN JAPANの丁寧なものづくりをテーマに、
「ほんとうにいいもの」を追求した大人のためのブランドです。

70年超の歴史を持ち、
「伝統と革新」「日本製」「こだわりの品質」を
キーワードに、時代や世代を超えて永く愛される

商品を作り続けるコート専業ブランド。

当社取り扱いブランド

スペイン生まれのサステナブルファッションブランド。
ブランド自らが海のゴミを収集してウエアをつくるなど、

「地球環境を守るために服をつくる」新しい発想のブランド。

52



当社取り扱いブランド

今を生きる女性のニューユニフォーム。
日常に取り入れやすいデザイン性と永く着ることができる普遍性を

兼ね備えたスタンダード服を提案。

インターナショナルな感度と上質な素材、
ディテールへのこだわりで、

洗練された大人の優雅さを表現。

世界に通じるモダンでハイクオリティーなコレクションを
高感度な女性のために提案。
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当社取り扱いブランド

洗練されたエレンガンスと
「コンテンポラリー・クラシック」をキーワードにした

スタイルを提案。

英国を代表する
アウターウエアブランド「マッキントッシュ」の伝統を受け継ぎ、

高い品質とファッション性を併せ持ったオーセンティックな
トータルコレクションを提案。
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至 市ヶ谷駅
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外堀通り

新
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通
り
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法
書
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会
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三陽商会
本社ビル

三陽商会　本社別館
（通称ブルークロスビル）

会場

防衛省

四ツ谷駅

コ
モ
レ
四
谷

東
京
メ
ト
ロ
丸
ノ
内
線

東京メトロ
四ツ谷駅
1番出口

東京メトロ
四ツ谷駅
2番出口

株主総会会場ご案内図

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

【交 通】	 JR   中央線／総武線…………四ツ谷駅下車四ツ谷口より徒歩6分	
東京メトロ　南北線…………四ツ谷駅下車2番出口より徒歩6分	
東京メトロ　丸ノ内線………四ツ谷駅下車1番出口より徒歩7分

【会 場】	東京都新宿区四谷本塩町12番19号	
三陽商会　本社別館（通称ブルークロスビル）3階

駐車場のご用意はございませんので、お車でのご来場はご遠慮ください。

新型コロナウイルス感染症の状況に鑑み、当日ご
出席を検討されている株主様におかれましては、
慎重にご検討くださいますようお願いいたします。
本株主総会の議決権行使につきましては、当日の
ご出席に代えて書面（郵送）またはインターネット
等による方法もございますので、併せてご検討く
ださい。


